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１．流域について 

 （１）河川流域の確認 

    足立区は中川・綾瀬川流域と荒川流域に分かれています。別紙１の流

域区分け図に基づき、開発予定地の流域を確認してください。 

 

（２）中川・綾瀬川流域について 

   足立区では、特定都市河川浸水被害対策法に基づき、中川・綾瀬川流域

が特定都市流域に指定されており、流域内の宅地等以外の土地で行う

1,000m2以上の雨水浸透阻害行為（土地の締固めや開発などにより雨水が

染み込みにくくなる行為）には、東京都知事の許可が必要になります。 

   対象となる行為の例は、以下の図のとおりです。 

 

    

※雨水浸透阻害行為に該当する場合は、特定都市河川浸水被害対策法に基 

づく雨水流出抑制対策と他法令等に基づく雨水流出抑制対策とを比較 

して雨水流出抑制量が大きい方の対策を講じる。 
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２．雨水流出の必要抑制量について 

（１）流域における必要抑制量の把握 

   １）中川・綾瀬川流域 

     中川・綾瀬川流域は特定都市流域に指定されており、中川・綾瀬川

流域水害対策計画に基づき、以下の抑制量が定められています。 

      

    ①敷地面積５００㎡以上１０，０００㎡未満の場合 

      必要抑制量Ａ（㎥）＝開発面積（㎡）×０．０５（ｍ） 

    

    ②敷地面積１０，０００㎡以上の場合 

      必要抑制量Ａ（㎥）＝開発面積（㎡）×０．０９５（ｍ） 

 

   ２）荒川流域 

     荒川流域は東京都総合治水対策協議会や東京都豪雨対策基本方針

（令和５年１２月）における「その他の流域」として、以下の抑制量

が定められています。 

 

①敷地面積５００㎡以上の場合 

      必要抑制量Ａ（㎥）＝開発面積（㎡）×０．０５（ｍ） 

 

   ３）敷地面積及び開発面積の考え方 

     上記の敷地面積は、集合団地等の場合は、新築や建替計画を行う施

設の全ての敷地が対象となります。例えばＡ棟とＢ棟が道路等によっ

て区画割されていても合算した面積が単位抑制量の判断基準となり

ます。 

     （例）Ｃ団地のＡ棟の敷地が 5000 ㎡、Ｂ棟の敷地が 5500 ㎡でＡ棟

の建替えを行う場合 

       ⇒敷地面積を 10500㎡、開発面積を 5000㎡とする。 
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３．浸透能力の把握について 

 （１）地下水位の確認 

    ボーリングデータ等から地下水位を算定してください。当該地のボー

リング調査を実施していない場合は、公表されている近傍の地点のデー

タを準用して構いません。浸透能力への影響を踏まえ、地下水位と浸透

施設の底面の距離は０．５ｍ以上離して検討してください。 

    また、地下水位が地表面より１ｍ以内の場合は、透水性舗装を除き、

浸透施設の効果がないものとみなします。 

 

  （２）土質の確認 

ボーリングデータ等から表土下部の土質が下記に該当する場合は、透

水性が期待できないため、飽和透水係数を「０」としてください。 

①飽和透水係数が 10-7ｍ／ｓより小さい場合 

②空気間隙率が 10％以下で土が良く締め固まった状態 

③粒度分布において、粘土の占める割合が 40％以上（ただし、火山灰

風化物いわゆる関東ロームなどは除く）のもの 

 

  （３）飽和透水係数の算定 

    原則、ボアホール法等による現地浸透試験を実施し、当該地の飽和透

水係数を算定してください。やむを得ない事情等により、現地浸透試験

が実施困難な場合は、以下の飽和透水係数を使用してください。 

 

     飽和透水係数 f＝5.83×10-6（m/s）＝0.021(m/hr) 

 

（４）雨水浸透施設と構造物のはなれについて 

   隣接地及び建築物の基礎付近に設置する場合は、雨水浸透施設の掘削

深を考慮して、建築物等の安全性が損なわれないように適切なはなれを

設定してください。また、地下埋設物（ガス管など）がある場合は、３

０ｃｍ以上離して設置してください。 
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４．浸透・貯留施設の検討フローについて 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放流先（流末の公設桝）の確認（東京都下水道局と調整） 

※まずは当該地の放流先が合流式下水道か分流式下水道か確認してください。

また、排水協議など流域の考え方についても確認してください。 

敷地内の全ての排水経路の検討 

※敷地内の全ての排水経路とは、屋根雨水や空地等の雨水処理も含みます。

集水から流末の公設桝までの排水計画を検討してください。 

※透水性舗装などの浸透施設は、あくまで敷地外への流出量を軽減する目的

で設置されるものであり、浸透施設の設置の有無に係らず、下水道施設への

排水施設は必要となります。 

雨水流出抑制施設の検討 

※現場条件や土地の利用形態、経済性等から、必要な抑制量を満足するために

雨水流出抑制施設の種類や規格や配置等を検討してください。 

放流量の検討 

※オリフィス等の設置により、下水道や水路等への放流量を 20mm／hr 以下と

してください。 

雨水流出抑制施設担当者へ提出 

※担当者が本提出前にチェックを行います。 
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５．各浸透施設及び雨水・貯留量計算例 

 （１）浸透トレンチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    ○単位浸透量の算出方法 

      単位浸透量Ｑf＝Ｃ1×比浸透量Ｋ×飽和透水係数ｆ 

       Ｑf：浸透施設（ｍあたり）の単位浸透量（㎥／hr） 

       Ｃ1：影響係数（地下水位の影響 0.9、目詰まりの影響 0.9で 0.81とする） 

       Ｋ：浸透施設の比浸透量（㎡） 

       ｆ：土壌の飽和透水係数（m／hr）   

 

○比浸透量の算出方法 

      比浸透量Ｋ＝３.０９３×（Ｂ＋Ｃ）＋（１.３４×Ｌ＋０.６７７） 

 

       

①飽和透水係数が 0.021m／hrの場合の単位貯留・浸透量早見表 

 

 管径 

Ｄ(mm) 

 Ｌ 

(mm) 

 Ａ 

(mm) 

 Ｂ 

(mm) 

 Ｃ 

(mm) 

設計水頭 

B+C 

(ｍ) 

比浸透量 

(㎡) 

単位浸透量 

(㎥/(m・hr)) 

空隙貯留量 

(㎥/m) 

単位貯留・浸

透量 

(㎥/(m・hr)) 

Ⅰ 75 250 150 280 20 0.30 1.940 0.033 0.027 0.060 

Ⅱ 100 300 150 325 25 0.35 2.162 0.037 0.039 0.076 

Ⅲ 125 350 150 375 25 0.40 2.383 0.041 0.054 0.095 

Ⅳ 150 400 150 420 30 0.45 2.605 0.044 0.070 0.114 

Ⅴ 200 550 200 560 40 0.60 3.270 0.056 0.128 0.184 

Ⅵ 200 750 250 700 50 0.75 4.002 0.068 0.204 0.272 
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②飽和透水係数が 0m／hr の場合の単位貯留・浸透量早見表 

 

 管径 

Ｄ(mm) 

 Ｌ 

(mm) 

 Ａ 

(mm) 

 Ｂ 

(mm) 

 Ｃ 

(mm) 

設計水頭 

B+C 

(ｍ) 

比浸透量 

(㎡) 

単位浸透量 

(㎥/(m・hr)) 

空隙貯留量 

(㎥/m) 

単位貯留・浸

透量 

(㎥/(m・hr)) 

Ⅰ 75 250 150 280 20 0.30 1.940  0 0.027 0.027 

Ⅱ 100 300 150 325 25 0.35 2.162  0 0.039 0.039 

Ⅲ 125 350 150 375 25 0.40 2.383  0 0.054 0.054 

Ⅳ 150 400 150 420 30 0.45 2.605  0 0.070 0.070 

Ⅴ 200 550 200 560 40 0.60 3.270  0 0.128 0.128 

Ⅵ 200 750 250 700 50 0.75 4.002  0 0.204 0.204 

 

 ○空隙貯留量の算出方法 

     浸透トレンチの空隙貯留量（㎥／ｍ） 

  ＝３.１４×（Ｄ／２）2＋（Ｂ×Ｌ－３.１４×（Ｄ／２）2）×空隙率 

   ※単粒度砕石及び砂の空隙率は 35％（0.35）としてください。 

 

 ③必要添付資料及び記載事項 

   ・構造図 

   ・浸透トレンチの雨水浸透・貯留量計算式（早見表以外の規格の場合） 

   ・敷地平面図に設置延長（区間長、合計延長）、勾配等を記入 

 

 ④計画にあたっての留意点 

   ・勾配は１％を標準とする。 

   ・既設構造物から開削深１：１または１ｍ以上離すこと。 

   ・平行して設置する場合は、トレンチとトレンチの間を２ｍ以上離すこ

とを原則とする。 

   ・メーカーの製品を使用する場合は、区の担当者と必ず打合せをするこ

と。また、メーカーの流出抑制計算書を添付すること。 

   ・流末にオリフィス桝を設置すること。 

   ・トレンチの直線部の延長は１５ｍ以内を標準とし、最長でも２０ｍ以

内とする。２０ｍを超える場合は、必ず中間桝を設置すること。 

   ・浸透トレンチを桝に接続する場合は、なるべく浸透トレンチの流出側

の管底を流入側の管底より高い位置で接続すること。 
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（２）浸透雨水桝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○単位浸透量の算出方法 

      単位浸透量Ｑf＝Ｃ×比浸透量Ｋ×飽和透水係数ｆ 

       Ｑf：浸透施設（個あたり）の単位浸透量（㎥／hr） 

       Ｃ：影響係数（地下水位の影響 0.9、目詰まりの影響 0.9で 0.81とする） 

       Ｋ：浸透施設の比浸透量（㎡） 

       ｆ：土壌の飽和透水係数（m／hr）   

 

○比浸透量の算出方法（正方形桝） 

      比浸透量Ｋ＝（０．１２０×ｃ＋０．９８５）×（ｈ２＋ｈ３）２ 

＋（７．８３７×ｃ＋０．８２）×（ｈ２＋ｈ３） 

＋（２．８５８×ｃ－０.２８３） 

 

①飽和透水係数が 0.021m／hr の場合の単位貯留・浸透量早見表 

 

 桝の 

径 a 

(mm) 

深さ 

b(mm) 

ｈ1 

(mm) 

ｈ2 

(mm) 

ｈ3 

(mm) 

施設幅 

c(mm) 

設計水頭 

(h2+h3) 

(ｍ) 

比浸透量 

(㎡) 

単位浸透量 

(㎥/(個・hr)) 

空隙貯留量 

(㎥/個) 

単位貯留・浸

透量 

(㎥/(個・hr)) 

Ⅰ 150 400 100 390 25 300 0.415  2.066 0.035 0.016 0.051 

Ⅱ 200 400 100 390 25 400 0.415  2.679  0.046 0.028 0.074 

Ⅲ 250 500 100 510 30 500 0.540  4.010  0.068 0.057 0.125 

Ⅳ 300 500 100 510 30 600 0.540  4.722  0.080 0.083 0.163 

Ⅴ 350 600 100 630 35 700 0.665  6.384  0.109 0.139 0.248 

Ⅵ 400 600 100 630 35 800 0.665  7.196  0.122 0.182 0.304 

Ⅶ 500 800 100 880 50 1000 0.930  11.582  0.197 0.397 0.594 
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②飽和透水係数が 0m／hr の場合の単位貯留・浸透量早見表 

 

 桝の 

径 a 

(mm) 

深さ 

b(mm) 

ｈ1 

(mm) 

ｈ2 

(mm) 

ｈ3 

(mm) 

施設幅 

c(mm) 

設計水頭 

(h2+h3) 

(ｍ) 

比浸透量 

(㎡) 

単位浸透量 

(㎥/(個・hr)) 

空隙貯留量 

(㎥/個) 

単位貯留・浸

透量 

(㎥/(個・hr)) 

Ⅰ 150 400 100 390 25 300 0.415  2.066  0 0.016 0.016 

Ⅱ 200 400 100 390 25 400 0.415  2.679  0 0.028 0.028 

Ⅲ 250 500 100 510 30 500 0.540  4.010  0 0.057 0.057 

Ⅳ 300 500 100 510 30 600 0.540  4.722  0 0.083 0.083 

Ⅴ 350 600 100 630 35 700 0.665  6.384  0 0.139 0.139 

Ⅵ 400 600 100 630 35 800 0.665  7.196  0 0.182 0.182 

Ⅶ 500 800 100 880 50 1000 0.930  11.582  0 0.397 0.397 

 

○空隙貯留量の算出方法 

     浸透桝の空隙貯留量（㎥／個） 

  ＝３.１４×（a／２）2×（b－h1）＋（c×c×h2－３.１４×（a／２）2× 

（b－h1））×空隙率 

   ※単粒度砕石及び砂の空隙率は 35％（0.35）としてください。 

 

 ③必要添付資料及び記載事項 

   ・構造図 

   ・浸透雨水桝の雨水浸透・貯留量計算式（早見表以外の規格の場合） 

   ・敷地平面図に設置箇所、合計個数を記入 

 

 ④計画にあたっての留意点 

   ・浸透雨水桝の内径は維持管理上、適切な大きさとすること。 
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（３）浸透側溝（Ｕ型溝） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○比浸透量の算出方法 

      比浸透量Ｋf＝aＨ＋b 

         a：3.093 

         b：1.34Ｗ＋0.677 

 

○単位浸透量の算出方法 

      単位浸透量Ｑf＝Ｃ×比浸透量Ｋf×飽和透水係数ｆ 

       Ｑf：浸透施設（ｍあたり）の単位浸透量（㎥／hr） 

       Ｃ：影響係数（地下水位の影響 0.9、目詰まりの影響 0.9で 0.81とする） 

       Ｋf：浸透施設の比浸透量（㎡） 

       ｆ：土壌の飽和透水係数（m／hr） 

 

○空隙貯留量の算出方法 

     浸透側溝の空隙貯留量（㎥／ｍ）＝砕石・砂・空間部の貯留量の合計 

 砕石：（Ｗ×Ｈ－Ｗ1×Ｈ１）×空隙率 

  砂：Ｗ×Ｈ２×空隙率 

空間部：Ｗ1×Ｈ１ 

   ※単粒度砕石及び砂の空隙率は 35％（0.35）としてください。 

   

①必要添付資料及び記載事項 

   ・構造図 

   ・浸透側溝の雨水浸透・貯留量計算式 

   ・敷地平面図に設置延長（区間長、合計延長）を記入 
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 ②計画にあたっての留意点 

  ・流末にオリフィス桝を設置すること。 

   ・側溝の底面に砂を厚さ 5～10cm、砕石を 10cm以上充填すること。 

・側溝の側面には砕石を 10cm以上充填すること。 

・Ｗ1は 15～45cmを標準とする。 

・原則、側溝には蓋掛けをすること。 

・屋根排水の取付口には、状況に応じて泥溜まりを設けること。 

 

（４）透水性舗装 

 

 

 

①単位貯留・浸透量(㎥/(㎡・hr)) 

 表層（開粒アスファルト）の劣化を考慮し、車道舗装は 0.05㎥/(㎡・hr)、

歩道舗装は 0.02 ㎥/(㎡・hr)としてください。透水性セメントコンクリー

ト、透水性平板ブロックも同様とします。 

 

②必要添付資料及び記載事項 

   ・構造図 

   ・透水性舗装の雨水浸透・貯留量計算式 

   ・敷地平面図に設置箇所を舗装種別ごとに記載 

   ・舗装面積表 

 

③計画にあたっての留意点 

   ・透水性舗装は、歩道、自転車道および自動車交通の少ない生活道路、

駐車場等に用いること。 

   ・路面の横断勾配は歩道で１～２％を標準とする。 
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（５）土地利用別浸透能力 

①単位貯留・浸透量(㎥/(㎡・hr)) 

 浸透能力の高い緑地等を設ける場合は、下表に基づいて単位貯留・浸透

量を設定してください。ただし、グランドや歩道、駐車場等に利用されて

いる裸地は浸透能力が低いため、浸透能力は０とします。 

  

土 地 利 用 単位貯留・浸透量 

(㎥/(㎡・hr)) 

  評   価 

  畑  地 

  林  地 

  芝  地 

  植  栽 

  草  地 

    0.13 

    0.06 

        0.05 

        0.05 

        0.02 

 

 

    良  好 

  裸  地 

  グランド 

         0 

         0 

 

  不  良 

 

②必要添付資料及び記載事項 

   ・土地利用別の雨水浸透・貯留量計算式 

   ・敷地平面図に設置箇所を土地利用別ごとに記載 

   ・土地利用別面積表 
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（６）雨水貯留槽 

   屋内外の地下等に貯留槽を設けて、雨水を一時貯留する場合  

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①計画貯留量（㎥) 

   貯留槽面積（㎡）×設計水深（ｍ）＝計画貯留量（㎥) 

 

②必要添付資料及び記載事項 

    ・雨水貯留槽の平面図、断面図 

     貯留槽の面積計算、計画水深の表示 

     流入管、流出管、オーバーフロー等の口径、位置の高さの表示 

     釜場、人通口、流通管の位置の表示 

    ・敷地平面図に設置箇所を記入 

    ・使用排水ポンプの吐出し量計算、選定図（グラフ）等の資料 

 

③計画にあたっての留意点 

    ・貯留槽内に釜場を設置すること。 

    ・人通口は直径 600mm、流通管は直径 200mmの半円を標準とする。 

    ・原則、自然放流のオーバーフロー管を設置すること。設置できない

場合は、満水状態になったときに流入水を遮断する仕組みを設けるこ

と。 

    ・排水ポンプは２台設置し、自動交互運転とする。なお、ポンプ２台

の同時運転は、計画水位に達したときに起動するように調整すること。

フロートにより起動する場合は、フロートの高さに注意すること。 

地下貯留槽の例 
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    ・下水道施設等への放流量は１時間あたり２０mm以下とすること。   

 

（７）貯留施設 

   公園、校庭、駐車場、集合住宅の棟間等の空地を下げることにより、降

雨時に雨水を一時的に貯留・浸透させ、流出抑制を図るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①計画貯留量（㎥) 

   面積（㎡）×貯留高Ｈ（ｍ）＝計画貯留量（㎥) 

 

②計画浸透量（㎥) 

  底面の土地利用方法（（５）参照）で浸透能力を見込める場合は、以

下の計画浸透量を①に加えてください。 

   面積（㎡）×単位浸透量(㎥/(㎡・hr)) ＝計画浸透量（㎥) 

 

③必要添付資料及び記載事項 

    ・貯留施設の平面図、断面図 

     貯留施設の面積計算、貯留高、排水施設等の表示 
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④計画にあたっての留意点 

・貯留高は土地利用ごとに安全水深以下とし、堆積量を考慮して１０

ｃｍ以上とする。 

・学校等の屋外広場を貯留施設として利用する場合は、児童・幼児に

対する安全性等を考慮すること。 

・公園・緑地等を貯留施設として利用する場合は、公園機能、利用者

に対する安全性、修景などを考慮すること。 

・駐車場を貯留施設として利用する場合は、利用者の安全性や自動車

の走行性等を考慮すること。 

・集合住宅の棟間を貯留施設として利用する場合は、緊急車両の進入、

建築物の保護、幼児に対する安全性等を考慮すること。 

・必要に応じ、降雨時の施設の危険性を示す注意喚起看板や進入防止

柵を設置すること。また、降雨時に利用者が容易に避難できるように

段差や勾配等を配慮すること。 

 

 

（８）貯水池 

   公園等で常時水が堆水しており、降雨時に貯水池の役割を担うもの 

 

①

計

画

貯

留

量（㎥) 

   面積（㎡）×貯留高Ｈ（ｍ）＝計画貯留量（㎥) 

 

②必要添付資料及び記載事項 

    ・貯水池の平面図、断面図 

 

③計画にあたっての留意点 

・利用者の安全性等を考慮すること。 
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（９）置換（空隙）貯留 

  公園、校庭等の空地を掘削し、砕石等で置換することにより、地下に空隙

を設けて貯留するもの。 

 

①計画貯留量（㎥) 

   幅（ｍ）×高さ（ｍ）×延長（ｍ）×空隙率＝計画貯留量（㎥) 

※単粒度砕石及び砂の空隙率は 35％、クラッシャーランは 10％としてください。 

 

②必要添付資料及び記載事項 

    ・置換する場所の平面図、断面図 

 

③計画にあたっての留意点 

・上載荷重や吸出しによる不当沈下を生じないような対策（透水シー

トなど）を講じること。 

 

 

（１０）Ｕ形側溝（不浸透） 

  排水施設としてＵ形側溝を設置し、下水道施設等が満水になった際に貯留

施設の役割をするもの。 

 

①計画貯留量（㎥) 

 Ｕ形側溝内の空間面積（㎡）×設置延長（ｍ）＝計画貯留量（㎥) 

 

②必要添付資料及び記載事項 

    ・構造図 

    ・Ｕ形側溝の雨水貯留量計算式 

    ・敷地平面図に設置延長（区間長、合計延長）を記入 

 

（１１）その他の雨水貯留浸透施設 

   上記以外の雨水貯留浸透施設を設置する場合は、事前に担当者と協議し

てください。 
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６．放流施設について 
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①必要添付資料及び記載事項 

    ・構造図 

    ・オリフィス口径の計算式 

    ・敷地平面図に設置箇所を記入 

 

②計画にあたっての留意点 

・ますの泥溜は、150mm以上とする。 

・オーバーフロー管（矩形管含む）は必ず設置すること。また、砕石

高より上に設置すること。 

・オーバーフロー管、流出管の口径は、流入管の断面積以上を原則と

する。 

・流出・オリフィスの管底は、流入管の管底と同等かそれ以下とする。 

・雨水公設桝へ接続する流末に設置するものとする。ただし、合流式

下水道のため汚水公設桝のみの場合は、敷地内合流桝の手前に設置す

るものとする。 
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７．維持管理 

  浸透・貯留施設の管理者は、流出抑制施設を保持するために定期的に清掃

等の維持管理を行ってください。日常点検のほか、出水期（６月～１０月）

前に年１回以上の定期点検を実施してください。なお、流出抑制施設の設置

者と管理者が異なるときは、施設の構造等が分かる資料や維持管理の方法等

に関して適切に連携や調整をお願いします。 

  また、適切な維持管理を実施していくために必要に応じて管理マニュアル、

台帳、チェックリスト等を作成してください。 

 

 （１）浸透施設の維持管理 

   浸透施設は目詰まり等により浸透機能が低下するため、土砂やゴミ等の

清掃や破損箇所の補修などを行ってください。 

 

 （２）貯留施設の維持管理 

   貯留施設内や流出入口付近において、土砂等により詰まりの発生や破損

してしまうと貯留施設が機能しなくなるため、清掃や補修、交換等を適宜

行ってください。 

   地下貯留施設内の清掃を行う場合は、換気等を行い、作業環境を常に良

好な状態としてください。 

 

８．提出資料 

  雨水流出抑制担当者へ提出する際は以下の資料を添付してください。 

 

① 敷地面積や開発面積が分かる図面 

② 地下水位の算定、土質を確認した資料（柱状図等） 

③ 飽和透水係数を算定した資料（現地浸透試験結果等） 

④ 敷地内の全ての排水経路及び接続先の公設桝位置が分かる図面 

⑤ 必要抑制量及び雨水流出抑制施設の雨水貯留浸透量一覧表 

⑥ 各雨水流出抑制施設の必要添付資料 

⑦ オリフィス桝の必要添付資料 

⑧ 維持管理方法 

⑨ その他必要資料 

 

※ 上記の様式は任意です。⑤については別紙２を参考に作成してください。 
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「雨水流出抑制施設設置基準」の問合先一覧 

 

〇 公共施設の雨水流出抑制担当部署 

  足立区 都市建設部 都市建設課 企画調整担当 

  ＴＥＬ ０３－３８８０－５９１７ 

  Ｅ-mail k-chosei-tanto@city.adachi.tokyo.jp 

 

〇 民間施設の雨水流出抑制担当部署 

  足立区 建築室 開発指導課 開発指導係 

  ＴＥＬ ０３－３８８０－５２７２ 

  Ｅ-mail kaihatu-shido@city.adachi.tokyo.jp 

 

〇 中川・綾瀬川における「雨水浸透阻害行為」の許可の申請に関すること 

東京都 都市基盤部 調整課 施設計画担当 

ＴＥＬ ０３－５３８８－３３８６ 

 

〇 中川・綾瀬川等における「特定都市河川浸水被害対策法」の適用に関する

こと 

  国土交通省 関東地方整備局 江戸川河川事務所 計画課 総合治水係 

  ＴＥＬ ０４－７１２５－７３１８ 

 

〇 「特定都市河川浸水被害対策法」又は制度全般に関すること 

  国土交通省 関東地方整備局 流域治水推進サポートセンター 

  ＴＥＬ ０４８－６０１－３１５１ 
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